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In this paper, the technique of the cognitive science (the cognitive map model) is used, to analyze the thought 
process in which Kido made a political decision to have Saito Makoto act as Prime Minister after the May 15 of 
1931.  Saito was not a civilian; he was no member of a political party, but a professional military person.  By 
having him at the top of the government, Kido succeeded in establishing a unified system of the whole nation, 
comprising both civil and military sections.  This  made it easy to recognize the Manchukuo and withdraw from 
the League of Nations.  While the system enhanced the military expansionism and invasion into the Continent, it 
somehow retarded a shift to the total war system of later days, and brought a side effect of a possibility of a new 
political regime being taken up as a topic of discussion.  Kido’s decision to have Saito as MP was non-logical in 
terms of his own belief system, but was not irrational in the sense that it slowed down the pace of moving toward the 
start of the Pacific War. 

 
はじめに 
 

本稿は、認知科学の手法を用いた木戸幸一の戦争

責任の検証作業の第三ステップである。1941 年 7 月

2 日の御前会議で国家として公式に戦争を決意する

決定がなされた。この会議に参加していた最高指導

者を始め、内大臣木戸幸一らは東京裁判において A
級戦犯として起訴された。しかし、東京裁判におい

ては、A 級戦犯全員が異口同音に戦争責任を否定し

ている。なぜ最高指導者たちは戦争責任を否定した

のか、彼らは欲してもいない決定をさせられたから

か、あるいは、彼らが論理的に正しいと思う決定を

したためか、いずれにしろ、彼らの戦争責任を問う

上で、政策決定に至る思考過程は解明されなければ

ならない課題である。そこでこの課題を解明するた

めに、ひとまず木戸幸一に対象を絞って彼の思考過

程を認知科学の手法により分析することにした。こ

の手法を用いるのは、外交政策の決定は客観的状況

への対応というよりも、政策担当者が現実であると

思っているものへの対応、すなわち主観的イメージ

への対応であると考えられるからである。つまり、

最高指導者たちは、彼らの捉えた現実のイメージに

対応したために、結果としては非論理的な決定を下

すことになったのではないかと考えたのである。 
本研究では、認知構造図という政策決定者のイメ

ージからその思考過程を解明する。そこで研究の第

一ステップではまず認知構造図を作成するために必

要な心理的構造（認知構造）を把握することにした
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(1)。第二ステップ以降ではこの認知構造を用い、太

平洋戦争の開戦に結びつく画期となった事件、5.15
事件、2.26 事件、そして東条内閣を実現させた政策

決定における木戸の政治行動を取り上げる。本稿は

木戸が深く関与した三件の事件うち、後継首班に斎

藤実を推薦した木戸の政策決定過程を課題とした。 
前稿では、2.26 事件における木戸の行動を取りあ

げ、蜂起部隊を叛乱軍として鎮圧する決定に至る思

考過程を分析している(2)。その結果、彼の信条体系

がもたらした主体的な、また彼にとっては論理的に

正しい決定をしていることが明らかとなった。先行

研究によると、この叛乱軍鎮圧の決定は、軍部独裁

を防ぐ献策であったという評価が多いが(3)、本研究

の分析から得られた結論では、木戸の決定は「天皇

の軍隊」を解体する機会を失わせ、政治全体を国防

国家に従属させる軍中央の構想実現を加速させる役

割を果たすものであった。これは新しい知見である。 

本稿では、5.15 事件後に政党内閣を放棄してまで

も、非政党人を首班とする挙国一致体制をあえて導

入した政策決定、すなわち、斎藤実を推薦するまで

の木戸の思考過程を取り上げる。彼の心理構造に立

ち入ることで、彼から見て非論理的な決定がなぜな

されたのか、彼が論理的に正しいと思っていた選択

がなぜなされなかったのか。この点を解明する。そ

して、これらの決定と太平洋戦争の開戦との結び付

きを考察し、戦争責任の検証をさらに一歩進める。 
 
1．政党内閣の成立と瓦解  

 
5.15 事件によって、近代日本の政党政治は幕を閉

じるが、普通選挙制と二大政党間の政権交代による

政党内閣制が実現してわずか 4 年後のことであった。

この満州事変や5.15事件などが起こされた十数年は、

日本近代史の上でも特に激動の時代であった。すな

わち、国内的には、一旦は国民的合意ができたかに

みえた政党内閣制が，経済恐慌と対外危機に揺さぶ

られて、もろくもその存立の基礎を奪われ、また、

対外的には日本自身が一翼を担っていたいわゆるワ

シントン体制が、ソ連や中国の革命外交、そして満

州事変以降の日本軍部の策動によってその正当性を

喪失していった時期である。そういう中で、5.15 事

件に際して木戸幸一が時局収拾策として進言した斎

藤内閣の実現こそは、まさに政党内閣の瓦解を意味

するものであった。木戸の政策決定は、まちがいな

く政党政治の終焉と結びついていたのである。では、

政党内閣というのは、どのようにして成立し、瓦解

することになったのであろうか。 
 
1.1  政党内閣期の状況 
 三谷太一郎によると(4)、1924 年の護憲三派内閣成

立から 1932 年の 5.15 事件による犬養内閣瓦解にい

たる時期は、六代の政党内閣が交互に出現し連続し

たことから、この期間は政党内閣期とよばれている。

この政党内閣期を成立させた重要な条件は、帝国憲

法と政党内閣の関係である。帝国憲法は政党内閣論

者を排除した権力によって制定されたために、反政

党内閣的志向を持っていた。その志向の一つが天皇

大権であり、もう一つは、権力分立制である。この

権力分散的な帝国憲法を作動させるためには、天皇

に代位する統合主体が必要であった。そこでまず「幕

府的存在」として登場したのが、憲法制定権力の中

核としての藩閥である。この藩閥の代表的指導者た

ちが天皇に代位する元老集団を形成した。そして元

老没後は、集権化を担う政治的主体たりうるものと

して、すなわち、国家諸機能を統合しうるものは政

党の他にはなかった。結局、日本の政党内閣制は、

帝国憲法の必然的所産であった、という見解である。 
このように憲政の必然的発展の帰結として生まれ

た日本の政党内閣制は、後継首班奏請権を元老が握

り、彼らが政党総裁を首相に指名するという天皇親

政を前提にしていた。そこで天皇から政権を与えら

れた政党は、選挙によって議会で多数を占めること

になり、国家権力と党派利益の両方を手にするとい

う政党内閣制であった。つまり日本の立憲君主制は、

元老が首相を指名するという天皇親政と普選と二大

政党内閣制の組み合わせによって完成していた(5)。

要するに、日本の政党内閣制は、立憲君主制を安定

的に成り立たせるための重要な柱だったのである。 
このようにして国家諸機能を統合しうる能力をも

ったかにみえた政党内閣制は，1929 年に始まる世界

的な経済危機と日本軍部によるワシントン体制への

挑戦に深刻な影響を受けることになる。酒井哲哉に
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よると(6)、政党内閣は、その成立当初からワシント

ン体制下の国際緊張緩和を前提条件としており、そ

の意味で、政党内閣制とワシントン体制とは、表裏

一体の関係にあった。したがって、ワシントン体制

への挑戦である満州事変がもたらした危機は、政治

体制の深部に構造化されていった。つまり満州事変

のような対外危機は、軍部を始めとする非選出勢力

を政治体制内に浸透させ、その一方、選出勢力であ

る政友、民政両党の対外政策距離を接近させること

になる。実際、満州事変後動揺をきたした第二次若

槻礼次郎内閣に代えて、陸軍急進派を抑える方策と

して、政民協力内閣構想や挙国一致内閣案が浮上し

てきた。木戸日記にはその内容が記載されている(7)。 
 「現内閣、殊に総理は全く無気力にて、到底此の

難局を負て来議会に臨む見込なく、・・・後継内閣

に就いては犬養、安達の両氏を中心とする政民連

立がよきか、或は宇垣氏を此際立たしめ軍部を統

制せしむる意味の挙国一致内閣が可なるやは問題

なり・・・」 

さらに、この当時の政党内閣は、軍部の武力・自

主路線に対する統制能力に欠けることに加え、中

央・地方・植民地での利権争奪をはじめ、選挙にお

ける買収と干渉、議会での乱闘等々、その弊害が際

立ってきて、非政党内閣を待望する声も出始めてい

た。とはいえ、この種の政党政治の弊害といわれる

現象は、この時期にはじめて生まれたものではない。

したがって政党内閣が瓦解した理由とは必ずしもい

えない。なぜ、瓦解の過程を進むことになったのか。 
 
1.2  政党内閣瓦解への過程 
 満州事変後、昭和天皇が自らの政治関与を抑制し、

若槻首相も事変処理に積極的な動きが見られない中、

二大政党が連携して政権を担当し、危機に対処しよ

うという「協力内閣」構想が動き出していた事はよ

く知られている。伊藤之雄によると(8)、この強い内

閣という「協力内閣」構想には、若槻首相への不満

から牧野伸顕内大臣も関心をもっていた。 
 この協力内閣運動で首相もしくは政権の中枢人物

の候補として名前が挙がったのは、第一に、犬養毅

政友会総裁と安達謙蔵内相であり、第二に、宇垣一

成朝鮮総督（政友会・民政党も協力）であった。第

三に、平沼騏一郎枢密院副議長（政友会・民政党＋

軍部）であるが、平沼は満州に独立した政権の樹立

を目指す関東軍や陸軍中央に同調しており、元老西

園寺の後継首相候補の枠から大きく逸脱していた。 
また、首相候補の第二として名前の挙がった宇垣一

成は元老西園寺を訪問し、自分では政・民連立内閣

の首班に望まれているかのように受け取っていてい

たが、満州事変に対する宇垣の政策や列強に対する

強硬姿勢などから、元老西園寺は彼を望ましい首相

候補の一人と見なしてはいなかった。 
 元老西園寺が最重要視していたのは、なんとして

も満州事変の収拾であり、軍部の暴走という厳しい

現実の中で,列強との協調を出来る限り維持しよう

とする幣原外交であった。原田熊雄に、幣原外相が

後継首相になってもよいとすら漏らしていた。けれ

ども、西園寺の力の限界か、幣原首相論は全く出て

来なかった。結局、第一の首相候補であった犬養毅

を天皇に推薦することになった。これにより政党内

閣制は維持されることになったが、西園寺の力の限

界も見える結果になった。 
このように犬養毅内閣は、満州事変の収拾と不況

からの脱出を期待されて誕生した。犬養は満州事変

収拾のために、満州に対する中国の主権を認め、満

州を別種の地方政権によって統治させる構想を抱い

ていたといわれる(9)。さらに犬養は、政党内閣の首

相が中心となって、軍部や他の閣僚などの要求を調

整していく統合機能を復活するという政治方針もも

っていた。犬養を推薦した元老西園寺も、軍部や国

家主義者の政党批判に乗ぜられないように、強力な

政党内閣作りを期待して、天皇の政治関与まで考え

ていた。しかし、犬養の方針を無視するかのように、

関東軍は錦州を占領して米国との関係を悪化させて

しまう。また、陸軍急進派は上海事変を謀略によっ

て引き起こしていた。こうした状況に、犬養首相は

各国と協調した事態不拡大策を意図して、陛下より

軍部に対して「御言葉」を賜るよう、牧野内大臣な

どと共に働きかけをおこなっている。木戸の日記か

ら犬養首相の意図するところが分かる(10)。 
「犬養総理は此の上軍部の積極的集団が国際上に

及ぼす関係を憂慮し、先ず一般の情勢関係につき

参謀次長、陸海軍大臣に篤と注意を為し、尚、参
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謀総長・軍令部長両殿下にも申上げたる後、陛下

に拝謁の上、右の措置を採りたる事由につき言上

する考えなりとのことなり・・・」 
このような犬養首相の行動に対し、荒木陸相は、 

「犬養総裁には、何かにつけて、陛下のお力によ

って軍を抑えつけようとする風な気持があるが、

これが軍の反感を買う基であって、・・・」 
と軍部の反感をあからさまに述べ、若い士官たち

のクーデターの動きにも言及するようになる(11)。こ

の脅かしは元老西園寺にも伝えられ、昭和天皇の助

力を得て軍部を抑えるという犬養らの構想は頓挫し

てしまう。昭和天皇の権威が十分でない状況では、

元老西園寺にも確信がもてなかったのであろう。 
この後も政党と軍部の確執は激化し、不況の深化

やドル買い事件などで政党・財閥の声望が失墜して

いったのと反比例するように、国家主義者や軍部の

脅かし、要求が増大していく。実際、木戸の日記に

は、伝統的日本主義を標榜する安岡正篤からの右翼

革命の示唆や血盟団事件などのテロの脅威、さらに

小畑敏四郎作戦課長、鈴木貞一中佐からの後継首相

候補に対する軍の要求など、そうした動きを裏付け

る記述が多く登場するようになる(12)。高まる不穏な

情勢の中で、5.15 事件以前には、政党を排除した超

然主義的官僚主体の内閣論が広がりつつあった。具

体的にいえば、国本社社長で右翼的政治活動を展開

してきた枢密院副議長の平沼騏一郎を内閣首班に期

待する動きである。この動きを歓迎、推進したのが

軍部である。牧野内大臣まで「側近攻撃の空気を転

換するためにも一案」だとするようになった。自ら

の考えと相反するこうした情勢を前にして、元老西

園寺は後継組閣者に軍人を推薦するようなことは忍

びがたいことである、と近衛文麿に話していた。元

老の優遇・英爵を拝辞したいと語るまでになってい

た(13)。西園寺が近衛に語った 1 ヵ月後、突如木戸の

日記に後継首班の候補に斎藤実の名が登場する(14)。 
「今日の時局は三百余名を有する政友会を以てし

ても安定せしむること能はず、・・・何等かの機会

にて政変を惹起せる場合の準備を為し置かざるべ

からず。・・・斎藤実海軍大将は最も適任なるべ

く、・・・」 
木戸が突如斎藤の名を持ち出したのは元老西園寺

の意向であったというのが岡田昭三の見解である 
(15)。つまり、軍部独裁政治を阻止し、軍部に受けい

れられる妥協の道が斎藤であり、木戸は西園寺の意

向を実現するために行動を開始していたことになる。 
5.15 事件後、元老西園寺は昭和天皇から 7 カ条の

首相選定条件を言い渡される。その条件というのは、

まず人格高潔なるもの、つぎに非ファッショ的なも

の、あるいは憲法の擁護者といったものである。こ

のとき西園寺は、鈴木喜三郎を首相とする政友会内

閣、斎藤実を首相とする政党主体の挙国一致内閣、

そして平沼騏一郎を首相にしたうえで政党の協力を

取り付けた内閣、などという選択肢を考えていた。

しかし、まずファッショ不可という昭和天皇の要件

を満たさない平沼が消えた。つぎに政党内閣の継続

については陸軍内に強い反発があったことから、鈴

木政友会総裁が首相候補からはずれ、結果として政

党内閣は放棄されることになった。結局、軍部の要

求も入れ、当面穏健派の斎藤実に託そうという昭和

天皇・元老西園寺の意向が実現した。こう解釈する

のが伊藤之雄の見解である(16)。多くの先行研究もこ

れと同様の見解である。 
通説と異なるものとしては、増田知子の主張があ

る(17)。それは、日本の立憲君主制の三つの柱である

政党内閣制・普通選挙・天皇親政のうち、政党内閣

制を放棄することによって立憲君主制を守ろうとし

たのだと見る見解である。すなわち、政党内閣制を

放棄することで権力抗争を抑え、同時に、立憲君主

制下における天皇専制権力の強化によって統合力の

回復をねらっていたという。いずれにしろ、軍部を

統御するための強い内閣、つまり政党人による協力

内閣構想から始まった政権構想は、わずか一年のう

ちに、非政党人による挙国一致内閣構想にまで急進

展していったのである。日本の政党内閣制は、こう

してもろくも瓦解することになった。それでは、木

戸はどのような思考過程を辿って、政党内閣制を放

棄して斎藤内閣を選択したのか。以下が本論である。 
 

2. 斎藤実推薦時の木戸幸一の認知構造図 
 
2.1 認知構造図の設定 

思考過程を分析するために斎藤実推戴時の木戸の
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認知構造図を作成し、この時点の政治状況を木戸が

どのようなイメージで捉えていたか明かにすること

にした。まず 1920 年代から 1932 年の斎藤内閣誕生

までの約 10 年間、木戸が知り得る政治行動や事件を

82 個の要因として設定した。つぎに各要因間の因果

関係を摘出し、意思決定の規則を用い、木戸が重要

視する要因を選び出した。優先順位がトップ 3 と判

定された要因の連鎖が、認知構造図である（図－1）。 
 

2.2 認知構造図から得られた三つの知見 
 この認知構造図からは次の三つの知見が得られる。 

その一は、後継首班奏請権を握り続けてきた元老

西園寺の政治信条に対する木戸の認識。その二は、 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(図－1)斎藤実推戴時の認知構造図 
政策決定者が認知しなかった事件がその後の政策決

定に影響を与えている事実。その三が、研究の本来

の目的である斎藤実推薦への木戸の思考過程である。 
まず第一の知見であるが、これは認知構造図が示 

す元老西園寺や牧野内大臣とワシントン体制とのつ

ながり、そのワシントン体制と結ばれた因果関係の

多さによって自ら分かる。元老西園寺は次のような

発言をしている(18)。 
「伊藤博文をはじめ自分たちは「東洋の盟主たる

日本」とか「アジアモンロー主義」とか、そんな

狭い気持ちではなく、寧ろ「世界の日本」という

点に着眼してきたのであり、東洋の問題でも英米

と協調してこそおのずから解決し得る」 
元老西園寺は後継首班を選び出す際、ワシントン

体制と政党内閣制の維持という二大信条がその基準

となっていたことは間違いがない。欧米協調路線を

修正し、対中強硬政策を打ち出した田中義一内閣も、

危惧の念は抱かれはしたが、憲政常道に従い奏請さ

れている(19)。結局、田中首相は張作霖爆殺事件によ

って、昭和天皇により問責され、辞任させられるこ

とになるが、パリ不戦条約や対中政策での列国との

協調外交など、国際協調路線継続の努力はみられた
(20)。つまり、政党内閣制とワシントン体制とは、表

裏一体の関係にあるのだということを、元老西園寺

だけでなく、政府・軍・宮中も合意していたように

思える。この体制に世界的な経済危機と日本軍部が

挑戦状を突きつけたといえる。この挑戦に対して元

老西園寺はどのように対処しようとしたのであろう

か。認知構造図から、27 元老西園寺と優位な関係に

ある要因は、2 ワシントン体制、16 牧野内大臣、80
挙国一致体制、34 田中内閣、44 浜口内閣である。こ

れらの要因は、ワシントン体制と政党内閣制の維持

という西園寺の二大信条が、世論が待望する挙国一

致体制論や牧野内大臣が唱える側近攻撃緩和策、す

なわち、平沼騏一郎内閣案などによって揺らいでい

る。そのように木戸は理解したのである。  
第二の知見についてであるが、木戸は、66 満州事

変を重要な要因とは認知していなかったようである。

認知構造図の中では（66）とカッコ表示している。

なぜ木戸は認知しなかったか、本研究で仮に設定し

た意思決定の規則に従うとするなら、「木戸にとって、

つねに大事なものに執着し意を尽くす」という彼の

スクリプトに、満州事変が適合しなかったからであ

る。つまり、満州事変は木戸にとって重要な課題で

はなかったのである。それは木戸と同じ、いわゆる

1 立憲君主制 

2 ワシントン体制        1        3 
3 大正デモクラシ 

4 中国ナショナリズ       2                 4 
15 国本社  

16 牧野内大臣           15       18       26 
18 行地社 

26 北伐                 34        36      43 
27 元老西園寺             

34 田中内閣             44       47       46 

36 木曜会              

43 革命外交                        60       57 
44 浜口内閣 

46 一夕会                58     ( 66)      64  

47 幣原外交  

57 桜会                 16       80 
58 木戸秘書官長    

60 大衆政治時代         27       82 
64 三月事件 

80 挙国一致体制 

82 斎藤内閣 
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華族革新派の近衛文麿のつぎのような主張からも推

し量ることができる。近衛は、満州事変は国民の運

命であり、軍人が起とうが起つまいが関係なく、政

治家はこの運命を理解し、軍人に先手を打って革新

を実行すべきである、と述べている(21)。つまり木戸

も満州事変は必然的なものであり、満州の新秩序は

当然であると捉えていたように思える。このことは

実際の政治行動の面からも検証できる。満州事変の

拡大を抑制しようとする西園寺・牧野など宮中グル

ープや政府の動きに対して木戸は同調せず、ことご

とく反対していた。たとえば、満州事変勃発後に、

元老西園寺に軍部統制の良策を求めた若槻首相の要

請に反対した。また、急拡大する軍事行動に対処す

るために重臣会議の開催が検討されると、5.15 事件

後には政党内閣を放棄することになる木戸が、こと

もあろうに政党内閣を理由に反対している(22)。 
「責任内閣制の樹立せられたる今日、重臣会議の如

きは屋上屋を架するの嫌いあり・・・」 
 さらには、満州国の承認を与えない犬養首相を次

のように非難している(23)。 
 「・・・総理は政府は満蒙の新独立国家は国家と

して承認を与へずと明に言明したる由なるが、此

事は将来相当の問題を発生せしむるの因となるに

は非らざるかと考へられる。」 
 木戸が満州事変の戦線拡大に意を介さず、それど

ころか、満州国の承認を督促するような考え、つま

り、満州の新秩序は必要不可避であり、早急に決着

すべきであるという考えを持っていたことは明らか

である。木戸のこの考えは、斎藤実を後継首班に推

薦する一つの要因となっている。なぜなら斎藤実は

満州国の早期承認や在満機構改革を中心とする満州

経営構想に、積極的指示を与えていたからである 
(24)。そして、満州経営に積極的な斎藤内閣の成立と、

1931 年時点では欧米列国の満州事変に対する反対

姿勢が不鮮明・不決断であったことが、陸軍による

中国大陸への勢力拡大を許し、また日本の外交政策

を冒険主義へ駆り立てる背景となった。 
 最後は第三の知見である。木戸がいかなる思考過

程をへて斎藤実を首相に推薦するに至ったのか、認

知構造図から摘出した 44 浜口内閣、46 一夕会、64
三月事件について節を改めて考察したい。 

 
3.斎藤実推薦に至る木戸の思考過程 
 
3.1 政策決定要因－1  44 浜口内閣 

木戸が内大臣秘書官長に就任してわずか 2 週間し

か経たない 1930 年 11 月 14 日に、浜口雄幸首相は東

京駅頭で、国粋主義者の青年、佐郷屋留雄に狙撃さ

れ重傷を負った。「此の事件が起こったときは、本当

に驚きました」と後になって木戸が言うように、印

象に強く残ったことは確かである。この事件は、犯

人が『統帥権問題詳解』というパンフレットを読ん

でいたことから、統帥権暗殺事件の先駆といわれて

いる(25)。統帥権が犯行の動機に取り上げられたのは、

浜口内閣が、ロンドン海軍軍縮協定の調印・批准の

過程で元老・重臣を擁して天皇を動かし、天皇の助

力を頼りに軍部の統帥大権の独立を空文化させたよ

うしたからである。政友会は統帥権干犯を激しく追

及し、軍部、国家主義者の反発も激烈であった。浜

口内閣がもたらした統帥権干犯問題の影響の大きさ

は、この事件を皮切りに、三月事件、満州事変、十

月事件などクーデター未遂事件や動乱が連続して起

こったことでも分かる。大川周明は 5.15 事件の公判

の際、次のように述べている(26)。 
「昭和 3，4 年頃から陸軍小壮将校は、議会政治、

政党政治に対する非常な反感を持つに至り、国家

の改造を行はんとする思想が起った。ロンドン条

約に関し、統帥権干犯問題が起ってからは一層激

烈になった。」 
また、浜口内閣に呼応して軍部を抑制しようとし

た宮中側近に対する怨年も、後年、日独伊軍事同盟

締結に際しての木戸の次のような発言から、きわめ

て深いものであったことが分かる(27)。 
 「万一本件の処置誤らんか、内政問題として往年

のロンドン条約問題以上の禍根を残しおそらく所

謂重臣層は徹底的に排除せらるるの余議なきに至

るべく・・・」 
 以上のように、浜口内閣が宮中側近と共に天皇の

意思を独占し、軍部や枢密院の反対を抑え込んだこ

とは、とくに陸軍の政党内閣や宮中側近に対する不

信を決定的なものにしていた。その結果、天皇の威

信や調停能力を大きく削ぐことになった、と木戸は
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判断した。そこで、状況を打開するために木戸は対

応措置をとった。認知構造図から分かるように、木

戸は 44 浜口内閣と因果関係をもつ三つの要因、34
田中内閣、16 牧野内大臣 27 元老西園寺を、重要問

題とみなしたのである。木戸が政友会田中義一内閣

を重要問題としたのは、張作霖爆殺事件の処分をめ

ぐって、田中内閣の退陣が牧野内大臣ら宮中側近の

陰謀としてクロ－ズアップされていたからである。

つまり木戸は、元老西園寺を始めとする宮中側近が、

浜口内閣と一体となって軍部や枢密院の反対を抑え

込んだことで、政党政治への不満や宮中側近の陰謀

を再認識させ、軍部に極めて強い危機感を抱かせる

ことになった、と理解した。この危機感を媒介にし

て政党政府打倒の国家改造計画が陸軍内に発生した

だけでなく、さらにその危機感は満蒙特殊権益の危

機とも密接に連動し、関東軍の満蒙領有計画を進行

させ、ひいては満州事変の勃発に結びついたと、木

戸は捉えた。そこで木戸は、軍部がねらう満蒙領有

計画に天皇及び宮中側近が否定的な立場をとらない

こと、また、軍部から「陰謀」ととられるような行

動をおこさないこと、この二点を政策決定の際の最

優先条件に置いたのである。同時に、満州経営構想

に積極的な支持を与える人物を後継首班に推薦しよ

うと決めた。この決定は、前述のように、満州の新

秩序は必要不可欠であるとする木戸の考えにも適合

しており、他から強制されたものではなかった。 
つぎに天皇の威信と調停能力の回復であるが、犬 

養内閣は上海事変の収拾のために、浜口内閣の方式

を利用し、昭和天皇の助力を得て軍部を抑えようと

した。しかし、この目論見は軍部の猛反発により一

頓挫を来す。この失敗から、内閣の力が強ければ軍

部を抑える事は出来るが、内閣の力が弱いと天皇の

権威だけでは軍部を統御できないということを木戸

は学んだ。木戸は若槻内閣の弱さを慨嘆している(28)。 
 「政党がいかにも意気地がない。それはもう満州

事変が起こった当時の若槻内閣の醜態というもの

は見ていられなかった」 
それでは、木戸はどのようにして内閣を強くしよ

うとしたのか。時局収拾大綱の中で進言している。

その一が、挙国一致内閣である。単独内閣か挙国一

致内閣かという選択問題には、陸軍との了解を前提

とした政民連立、あるいは挙国一致内閣という二つ

の考えが交錯していた(29)。木戸は挙国一致内閣を選

択している。いずれにしても、木戸が言うように、

「今日の時局は三百余名を有する政友会を以てして

も安定せしむること能はず」であり、単独内閣論は

ありえなかった。もう一つの問題は国策の樹立であ

る。これについて時局収拾大綱の中では、詔書を渙

発して規を越えた軍部の行動を戒め、同時に政党政

治の腐敗も戒め、且つ時代に適応せる政策を樹立す

るとしている。国策について木戸は何度か言及して

おり、軍部の北進大陸策を例に国策を説いている(30)。 
「・・・国に何等の国策なく徒に引きづらるる現

状が真に憂ふべき寧ろ寒心に堪へざる状態・・・」 

また、明治維新の際の五カ条の御誓文のように、

今後の国の赴くべき途について其の大綱を宣する必

要があると述べている(31)。明治維新と同様な、新し

い体制、新しい国家への転換を描いていたことは明

らかで、木戸のオペレーショナル・コードである「天

皇親裁のもとでの国家社会主義」という新たな路線

をこの頃から意識していたことがうかがえる。 
斎藤実の推薦の際には、内大臣牧野伸顕が補足し 

たといわれる首相選定条件が昭和天皇から示されて

いる。昭和天皇が考えた首相の条件の第一は人格の

立派さである。増田知子によると、この条件をみた

すには、天皇との間に個人的な信頼関係を結びうる

人物でなければならず、裏返せば、天皇が自分の価

値観を受け入れ、信用できると認めた人物でなけれ

ば首相にしないということを意味していた(32)。その

背景にあったのは、田中義一政友会内閣に見られる

ように、政党内閣が天皇を疎外してきたことによっ

て、天皇の権威を低下させ、ひるがえって政党内閣

自身も統合力を失ったのではないかという現状認識

である。結局、木戸は政党内閣制を放棄し、天皇に

忠実な首相を選んで天皇専制権力の強化を図り、そ

れによって政府の統合力回復を狙っていたといえる。 
結局、浜口内閣の問題に対して木戸は三つの方針

を持っていたということである。一つは、陸軍の満

蒙領有計画に天皇及び宮中側近が否定的立場をとら

ないこと。二つ目は、満州経営に積極的な人物を後

継首班に推薦すること。三つ目は、天皇親裁のもと

での国家社会主義への国策転換である。 
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 3.2 政策決定要因－2  46 一夕会 
 1929 年、永田鉄山、小畑敏四郎、板垣征四郎、東

条英機、石原莞爾、鈴木貞一ら、満州事変の時点で

は陸軍中央の主要ポストを占める中少佐級将校らに

よって一夕会が結成された。第一回の会合で、人事

の刷新、満蒙問題の解決、荒木貞夫、真崎甚三郎、

林銑十郎の三将軍の擁立が決議されるが、1932 年春

までにはこの決議が全て実現されている。こうして、

一夕会＝陸軍中央部ともいえる状況の下、総力戦体

制の構築をめざす陸軍革新派が結集され、政治的策

動が促進されていった。したがって、その主要メン

バーである永田鉄山、小畑敏四郎、鈴木貞一らに木

戸が注目し、軍部の動静を把握するため彼らとの接

触の機会が増えたのは当然といえる。木戸らが知り

得た陸軍の方針は、認知構造図から知ることができ

る。46 一夕会と因果関係のある要因、2 ワシントン

体制、34 木曜会、43 中国革命外交がキーワードとな

っている。すなわち、その方針というのは、ワシン

トン体制を維持し軍縮政策を推進する政党政府を倒

すことであり、その上で、軍部主導体制と自給自足

圏の形成による総力戦体制の構築（木曜会の指針）

に向け邁進するというものであった。さらに、総力

戦体制構築や対中国革命外交といった内外の危機感

から、満蒙侵略と国家改造とを表裏一体にして志向

する陸軍中堅層が生まれていたことにも注目しなけ

ればならない。満蒙侵略を推進する板垣征四郎、石

原莞爾と陸軍中央で国家改造を画策する永田鉄山は、

一夕会の同士であり、この一体化は、その中で計画

されたように思える。そこには、満州における行動

と、それに反対すると予想される政府へのクーデタ

ーという筋書きもすでに作られていた。つまり、満

州事変と十月事件はこの延長線上にあったことが読

み取れるのである(33)。そして、十月事件の国家改造

計画では、総理、内務、陸海軍等を同志で占め、彼

ら自らが内閣を組織するというものであった。まさ

に天皇親政を脅かすものであり、木戸にとって国体

の護持の観点から決して許されるものではなかった。

木戸は、近衛文麿、白鳥敏夫、原田熊雄らと軍部の

陰謀について情報交換し対応を相談している(34)。 
「陸軍中堅分子の結束頗る強く、昭和 2 年頃より

の計画にして、政党を打破し一種のディクテータ

ーシップにより国政を処理せむとの計画なるが如

く、・・・国の根幹を害することなく、且つ余計な

無駄なきよう善導するの要ありと思ふ。・・・」 
木戸は、急進的な陸軍中堅層に国の根幹を害させ

ることなく、善導する方策をとることにした。換言

すると、軍部の政治介入をある程度認めるが、軍部

による独裁政権は何としても阻止することを考えた

にちがいない。具体的には、軍部や国家主義者の力

を利用して陸軍中堅層や国家主義者を統御するとい

う方策である。それが出来得る人物として木戸が選

び出したのが、荒木貞夫であり、平沼騏一郎である。

当時荒木貞夫は陸軍急進派から支持を集めており、

統制力も期待されていた。実際、5.15 事件でも荒木

の統制力が、陸軍側の自重につながったとされてい

る。木戸は、5.15 事件で荒木陸相の責任論がとりざ

たされる中、あえて荒木を斎藤内閣において再任さ

れるよう後押ししている(35)。木戸が後押ししたのは、

荒木の中堅層に対する統制力への期待と同時に、木

戸ら宮中側近も荒木を統御し易い人物とみていたか

らかもしれない。なぜなら、陸軍の中堅層が荒木は

御し易い人物と見ていたことを木戸は知っていたか

らである。木戸は尋問調書の中で、 
「荒木の下にいる将校たちは荒木をなめており、

荒木はどちらかと言えば彼らの手中の玩具ないし

傀儡でした。」と答えている(36)。  
 枢密院副議長の平沼騏一郎は、斎藤実内閣成立の

際は後継首班の候補の一人であったが、昭和天皇の

示した条件であるファッショに近いものとみなされ

排斥されていた。その平沼を、犬養内閣の内閣書記

官長でありながら森恪が擁立運動を行っている。満

州の事実上の領有による、市場と資源の独占化を主

張してきた森は、国際連盟規約や九カ国条約など国

際法秩序からの脱却は避けて通れないと考えていた。

そこで、非常時である今日、荒療治も止むを得ない

とし、憲法の停止や全体主義政党による国家権力の

独占という構想を目論むことになる(37)。この構想を

実現するためには軍をコントロールしつつ、既存の

権力構造の解体を推進することができる政権を作る

必要があった。森は、反政党主義の孤塁を守ってき

た平沼が枢密院、国本社での活動を通じて、共産主
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義の弾圧や民主主義の排斥に加え、対外強硬路線の

維持を要求し、その実現を図る手段を確保してきた

ことに着目したのである。この平沼擁立運動は激し

く、木戸も 5.15 事件の一か月前にこう記している(38)、 
「平沼一派の策動にして相当根強きものなりとせば、

斎藤と平沼を結ぶも一策にあらずやとの結論に達

した。余はこの結合は容易に実現せざるべしと考

ふるも、出来得れば先ず結構なことだ。」 
 このように木戸は、平沼の強さを評価しているが、

斎藤実内閣成立後に近衛文麿から、平沼、近衛会談

の内容を聞き、平沼騏一郎を軍や国家主義者の統制

にかかせない人物として認知することになる。それ

は平沼が、立憲主義に代えてファシズムを取り込ん

だ新しい国家主義の権威によって軍を統制するとい

う政権構想をアピールしたからである(39)。 
 結局、木戸が一夕会を重要な要因としたのは、一

夕会の中心である陸軍中堅層が満蒙侵略と国家改造

とを表裏一体なものとして志向していることである。

急進的な陸軍中堅層を善導するために、荒木貞夫を

選び出し中堅層を統制させようとした。そして、そ

の荒木を統御できる人物として後継首班に斎藤実を

選定した。荒木については一時的な力の利用であっ

たが、もう一人の候補であった平沼騏一郎とは終戦

まで関係を保つことになる。第一次近衛内閣に続く

平沼内閣成立の際、木戸は自ら平沼のところへ首相

候補として打診に行っている。このことからも平沼

を評価していたことが分かる。木戸は云う(40)。 
「平沼は国本社など経営して右翼の王様であった。

それだから、己を持することは非常に高いんだろ

うな、・・・けれども、もうあのころになると軍人、

もう宇垣以外にがた落ちですからね。・・・やっぱ

り平沼ということになるな。」 
平沼を、状況対応に敏感な政治家としてではなく、

己を持すること謹厳な人物として評価している。し

かも平沼が政治判断する時の基準は、つねに皇室に

有利か否かというものであり(41)、その基準が国体の

護持を第一とする木戸と相通ずるところから木戸は

平沼を高く評価していたと思われる。元老西園寺を

はじめ多くの人に平沼は嫌われていたが、木戸だけ

は軍や国家主義者を統御できる人物とみていた。 
 

3.3 政策決定要因－3  64 三月事件 
 三月事件に関する木戸日記の記述がある(42)。 

「三月中旬議会中、・・・小磯国昭、建川美次、二

宮治重小将を中心に橋本欣五郎、重藤千秋両中佐

が手足となり、大川周明が其間に介在し、大衆党

と結んで議会を混乱に陥れ、政変を来さしめんと

する計画・・・宇垣一成陸相も其背後にあり・・・」 
 つまり事件の全貌が木戸によってすでに捉えら

れていたのである。木戸は、この情報から陸軍中堅

層だけでなく、首脳部や宇垣陸相まで関与している

軍の策謀を知り、陸軍内に政党を排除して独裁制を

打ち立てようとする動きがあることを把握した。そ

れでは、木戸はこの三月事件にどのような問題を見

出していたのか。これを認知構造図から見てみたい。

三月事件と因果関係があるのは、44 浜口内閣、47
幣原外交、57 桜会である。木戸が 44 浜口内閣をと

りあげたのは、統帥権干犯問題がそれだけ深刻であ

ると認識していたからであり、47 幣原外交を問題

にしたのは、幣原首相代理のロンドン条約批准に関

する議会での失言が政党不信を引き起こしていた

からである。この失言を機に政党政治不信の声が一

挙に高まっていた。いずれにしても政党政治不信へ

の対応が必要であり、木戸は既に論じてきたように

軍部の意向を斟酌した後継首班を推薦している。そ

れでは、57 桜会はどうか。クーデターを立案した

のが桜会の急進派であり、この桜会に積極的に協力

した大川周明が宇垣陸相からクーデターの同意を

とりつけていた。このことが木戸にとっては問題で

あった。すなわち、木戸はこの一件で軍のクーデタ

ーを利用してでも、つまり立憲君主制を無効にして

でも、暴力的にでも政界への進出を果したいという

宇垣自身の野心を感じ取っていた。 木戸は、宇垣

内閣流産問題においても、粛軍により軍全体が自ら

を律しなければならない時に、自己の野心が全ての

ようなトップは許されないと改めて述べている。 
「宇垣は、非常に色気が多すぎる。」 
「あんまり策ばかり多くて思慮が足りない。内閣

が潰れかけて新聞に総辞職なんて出ると、すぐ上京

して来る・・・。」とさらに批判は続くのである(43)。 
自らに野心をもつ宇垣の政界進出は、軍部の統制

どころか、軍部独裁に結びつくのではないかと木戸
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は恐れた。彼の信条体系である国体の護持の観点か

ら容認できなかった。結局、三月事件は宇垣を後継

首班に推薦することを木戸に止めさせたのである。 
 
3.4 斎藤実に決定した木戸の思考過程の整理 
 木戸の思考過程を時系列的に整理してみたい。第

一に挙げられるのは、何といっても内大臣書記官長

に就任してわずか 2 週間後の浜口雄幸首相の狙撃事

件である。この事件の発端ともなった統帥権問題に

対する軍部や国家主義者の反発、あるいは政党政府

や宮中側近への彼らの強い不信感に、木戸は衝撃を

感じざるを得なかったに違いない。不信感を一掃さ

せなければと、木戸はまず考えた筈である。そこで

木戸は、軍部の企図する満蒙領有計画に対して、天

皇及び宮中側近が否定的な立場をとらず、また、「陰

謀」と受け取られるような行動は慎むことに決めた。

同時に、後継首班には、軍部の方針にもそう満州の

新秩序構築に積極的な人物の推薦を、最優先条件と

することにした。第二は、三月事件という軍一体と

なった政権奪取の計画を知り、木戸は今後一切宇垣

を後継首班に推薦しないと決めた。第三には、国家

改造計画を何としてでも阻止するための統制、軍部

や国家主義者自身の力を利用した軍の統制を考えた。

具体的には当面、荒木貞夫を選び出し軍中堅層を統

制させようとした。平沼騏一郎も候補として計画し

ている。第四には、政党内閣を放棄し、天皇に忠実

な非政党人を首相とする挙国一致内閣の提案である。

第五には、ワシントン体制からの離脱、天皇親裁の

もとでの国家社会主義体制への移行策、そしてそれ

を実現できる人物の選択である。 
 斎藤実を推薦する際、木戸にとっては政友会総裁

鈴木喜三郎、枢密院副議長平沼騏一郎、朝鮮総督宇

垣一成、海軍予備役大将斎藤実という選択肢があっ

た。この中から、鈴木喜三郎は政党人ということで

第四の条件ではずれ、平沼騏一郎も天皇や元老西園

寺に好かれていないので、やはり第四の条件で除か

れた。宇垣一成は第二の条件で始めから除外された。

斎藤実は、第三、第五の条件を満たさなかったが、

第三は当面の対応措置があることや第五は今後の計

画ということで、斎藤実が推戴されることになった

と考えられる。この選択過程をみると、平沼騏一郎

の場合は、天皇や元老西園寺に好まれていないとい

う条件のみ不適合であった。 
 
4. 政策決定に対する木戸自身の評価 
 

本研究では政策決定者の認知構造に加え、意思決

定の規則という一定の判定基準を用いてその思考過

程を分析している。そこで、政策決定が、決定者自

身からみれば論理的なもの、つまり決定者の信条体

系のような、つねに同一性をもった判断基準による

ものだったのか、それとも状況対応を考えた場当た

り的なものだったのか、あるいは外部の脅威や圧力

に屈した不合理・不本意なものだったのかを分析す

ることができる。では、斎藤実を首相に推薦すると

いう決定は、木戸自身からみてどうだったのか、上

述の思考過程から考察してみたい。 
木戸は政友会総裁鈴木喜三郎を選ばなかった。そ

の理由は木戸の次のような発言から理解できる(44)。 
「本来なら政党の総栽であり、総理である犬養が

殺されたのだから、政友会をしてこれを担当さる

のが当然だということをまず考えたのですが、と

ころが政党の方向に一向に盛り上がりがない、気

迫がないのですな。・・・」 
政党に大命が降っても今のところ対処する能力が

ない。超然内閣か中間内閣、むしろ首相たるべき者

の人柄をみて、その人によって事態を収拾する構想

を語っている。結局、対処能力のない政党からは選

ばず、天皇に忠実な首相を任命することで天皇親政

を強化し、統合力の回復を狙っていた。政党には対

処能力がなく、しかも腐敗や党利党略に走っていた

ので、世論や政治学者など多くの人は、非政党の挙

国一致内閣を支持していた。したがって、鈴木を選

ばないという決定は、状況対応としては誰が見ても

正しいものであり、木戸もそう判断したのである。 
朝鮮総督宇垣一成を始めから候補から外したのは、

木戸の信条体系である国体の護持を脅かす人物とし

て頭に刻み込まれていたからである。したがってこ

の選択は、彼の信条体系から判断したものであり、

本人から見れば合理的な決定であった。 
一方、枢密院副議長平沼騏一郎は、昭和天皇に忠

実な非政党人ではあったが、なぜか木戸は選択しな
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かった。理由は、平沼が昭和天皇や元老西園寺から

好まれていないという単純なものである。これは木

戸にとっては非論理的な決定であった。木戸は、平

沼という人物を高く評価していたにも拘わらず、上

司からの外部圧力に屈するという非論理的な決定を

行ったのである。そして、海軍予備役大将斎藤実を

選択した際には、木戸は、彼のことを天皇親裁のも

とでの国家社会主義体制への移行を託せる人物とは

見ていなかった。けれども、元老西園寺が斎藤を革

新路線を抑える現状維持派と評価していることを知

り、この国策の樹立という条件を自ら不問にしてし

まった。実際、斎藤内閣の時代、1933 年から 1935
年にかけ、ファツショ化の危険は内在してはいたが、

積極的には何もしない内閣のもとで、軍部による急

進的革新の流れを抑えるという元老西園寺の企図は、

ある程度まで成功していたのである(45) 。 
木戸が斎藤を首相に選んだのは、多くの先行研究

では軍との妥協の産物とされている。しかし、本稿

の以上の分析からするとそうではなかった。木戸が

妥協した相手は、同じ宮中グループの元老西園寺や

牧野内大臣であった。そして、この決定は多くの人

が合意するという意味では、状況対応的には現実的

で正しい決定だったかもしれない。しかし、木戸自

身にとっては先の第五の条件を満たさないという意

味で不合理・不本意な決定だったに違いない。 
 

おわりに 
 
 戦前日本における政党内閣は5.15事件で終止符を

打つことになった。その幕引きの一端を担うことに

なった木戸の政策決定は、挙国一致体制の成立、満

州国承認決議案の国会採択、国際連盟脱退問題の処

理などに貢献した。さらには経済危機や軍部の直接

行動の危機も鎮静化したため、軍部主導の総力戦体

制の実現が数年延びる結果になった。また、挙国一

致体制が生まれると、新たに立憲的独裁論が登場し

たり(46)、美濃部達吉からは超党派的な「恒久の会議」

が提唱されるようになった。美濃部は次のように論

じている(47)。 
 「・・・然しながら、一方において従来の如き政

党政治が堪へ難い弊害を現すに至ったことも、亦こ

れを承認せねばならぬ・・・この弊害を除くために

は、今日の如き立憲政治の原則に何等かの変改を加

ふるの必要が有る・・・」と述べている。 
他方、平沼騏一郎は反政党色をさらに強め、立憲

制の廃止と強力政府の樹立を唱え始めた。すなわち、

議会解散により政党を無力化させ、内閣を廃止して

国務院を設立し、議会と内閣の権限を独占的に掌握

するファシズム政権を企図していた。 
 斎藤実の推薦は、木戸にしてみれば不合理・不本

意な決定ではあったが、軍部の求める総力戦体制へ

の移行を遅らせ、また別の新たな政治体制をめぐる

議論を生み出すという副次的効果ももたらした。仮

に木戸にとって論理的な決定だったはずの平沼騏一

郎が実現していたとすれば、国体明徴運動以降顕著

となるファシズム化は一気に加速され、いち早く太

平洋戦争の開戦に結びついていたにちがいない。つ

まり、斎藤実を首相に選んだのは「よりましな」選

択だったのである。しかし、それは木戸自身の主体

的決定ではなかった。他人に妥協した不合理で不本

意な決定だったのである。ところが結果的にはそれ

が幸いしたことになる。そして、斎藤実を首相に選

んだことは、太平洋戦争への突入を多少とも遅らせ

る結果になったわけであるから、この点での戦争責

任を木戸に問うことはできないであろう。 
三谷太一郎は、政治家の価値選択ないし態度決定

ほど状況的なものはないし、すぐれた政治家におけ

るほどそれが著しいという。しかし、それにもかか

わらず、一見多様な政治家の価値選択ないし態度決

定の根底には、状況を越えた同一性が認められる場

合も少なくない。そしてそのこともまたすぐれた政

治家におけるほど著しいといえると述べている(48)。

政策決定者にとって同一性をもった論理的に正しい

決定が、必ず適切な選択にむすびつくとは言い切れ

ず、たとえ持論・自設に合わなくても、状況に対応

して臨機応変に決定した方がよい場合も多い。そう

いうことが本稿の分析から裏付けられた。 
 
[注] 
(1)「木戸幸一の認知構造の把握」『日本大学大学院

総合社会情報研究科紀要』第 10 号、2009 年。 
(2) 「木戸幸一の認知構造の把握」『日本大学大学院
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総合社会情報研究科紀要』第 11 号、2010 年。 
(3)筒井清忠『昭和期日本の構造』講談社、1996 年、

270-279 頁。 
(4）中村隆英・伊藤隆編『近代日本研究入門』東京

大学出版会、1977 年、68－86 頁。 
(5)坂野潤治他編『日本近現代史 3』岩波書店、1993
年、232-233 頁。 
(6）酒井哲哉『大正デモクラシー体制の崩壊』東京

大学出版会、1992 年、4－5 頁。 
(7) 木戸日記研究会編『木戸幸一日記上巻』東京大 

学出版会、1991 年、1931 年 11 月 7 日条。 
(8)伊藤之雄『昭和天皇と立憲君主制の崩壊』名古屋

大学出版会、2005 年、325-339 頁。 
(9)古島一雄『一老政治家の回想』中央公論社、1975
年、340-342 頁。 
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